
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　

【請求項２】
　

【請求項３】
　

【請求項４】
　

【請求項５】
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炭化水素の気相酸化における中空円筒体の形の不活性担体成形体上の活性物質からなる
担体触媒の使用において、中空円筒体が中空円筒体壁の上方及び／又は下方平坦面に単数
又は複数のノッチを有し、中空円筒体の内部空間と中空円筒体を取り囲む空間とが開口部
を介して接続されていることを特徴とする使用。

中空円筒体の平坦面上のノッチの数が２～８であり、規則的に又は不規則的に分配され
ていることを特徴とする請求項１記載の使用。

向かい合っている面上のノッチが互い違いにずらして配置されており、かつ半円、矩形
、台形状又はＶ字形であることを特徴とする請求項１又は２記載の使用。

ノッチ幅が中空円筒体の壁厚さよりも大きいか又は小さく、かつ、触媒担体が互いに噛
み合うことがことできないように選択されていることを特徴とする請求項１から３までの
いずれか１項記載の使用。

中空円筒体がステアタイト、炭化ケイ素、陶器、磁器、二酸化ケイ素、ケイ酸塩、酸化
アルミニウム、アルミン酸塩又はこれらの物質の混合物からなることを特徴とする請求項
１から４までのいずれか１項記載の使用。



【請求項６】
　

【請求項７】
　

【請求項８】
　

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、担体触媒及びその炭化水素の気相酸化における使用に関する。
【０００２】
炭化水素を相応する酸化生成物、例えばカルボン酸、無水カルボン酸又はアルデヒドに気
相酸化するための担体触媒は従来公知である。このような触媒のための典型的適用は、ｏ
－キシレン又はナフタリンからの無水フタル酸、ベンゼン又はブタンからの無水マレイン
酸、メタノールからのホルムアルデヒド、プロペンからのアクリル酸又はアクロレインの
製造である。もちろん、担体触媒を用いてエタン又はブタン並びにブタン／ブテン混合物
を酸化させることによる酢酸の製造も記載されている。これらのすべの製造方法にとって
共通であるのは、反応が強度に発熱的に進行することである。この理由から、このような
殆ど全ての方法はいわゆる管形反応器内で実施される。この場合、管に触媒が充填され、
発生する反応熱の導出（冷却）は、通常反応器内の反応管を包囲する塩溶融物を介して行
われる。冷却は、温度範囲に依存して選択的に蒸気、過熱水又は別の伝熱流体で行うこと
もできる。
【０００３】
使用される触媒は、主として、一般に実際に触媒活性物質が施された例えばリング形又は
球形の不活性担体からなる担体触媒である。このような触媒活性物質は、例えばＰＳＡ触
媒及び酢酸触媒の場合には主としてアナタス形のＴｉＯ２ 及びＶ２ Ｏ５ からなる。この場
合、活性の制御を改良するため及び選択性を改良するために、しばしば付加的になお活性
化する或いはまた緩衝する添加物、例えば周期系の副族の元素の酸化物、アルカリ金属化
合物、及び／又は少量でドーピング物質としてのプロモータが触媒活性物質に配合される
。ＭＳＡを製造するための触媒においては、触媒活性物質は例えばバナジルピロホスフェ
ートからなる。
【０００４】
担体触媒を製造する際には、一般に触媒粉末と液体（水、有機溶剤）からなる懸濁液或い
はまた個々の触媒成分の溶液又は懸濁液が、場合により担体上での活性成分の付着を改良
するための結合剤を添加して、担体成形体に噴霧される。
【０００５】
ＥＰ－Ｂ７１４７００（ＵＳ－Ａ５ ,６７７ ,２６１）から、湿った担体成形体に乾燥粉末
を塗布することも公知である。
【０００６】
担体成形体としては、通常規則的に成形された、機械的に安定な成形体、例えば球、リン
グ、半リング、鞍が使用される。この場合、担体成形体の大きさは、主として反応器の寸
法、就中個々の反応管の内径により決まる。この場合、担体材料としては、ステアタイト
、デュラナイト（ Duranit）、陶器、二酸化ケイ素、炭化ケイ素、アルミン酸塩、金属、
及び金属合金が使用される。
【０００７】
担体形及びその寸法の選択の際には、特にそれと結び付いた圧力損失が重要な役割を演じ
る。触媒ばら物の少ない圧力損失は、例えばブローエネルギーの場合には、著しいエネル
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高さ４～１０ｍｍ、外径６～１０ｍｍ及び壁厚さ１～２ｍｍを有する中空円筒体を使用
する請求項１から５までのいずれか１項記載の使用。

ブタン、ブテン又はそれらの混合物を酢酸に気相酸化させる場合の、請求項１から６ま
でのいずれか１項記載の使用。

ｏ－キシレン及び／又はナフタリンを無水フタル酸に気相酸化させる場合の、請求項１
から６までのいずれか１項記載の使用。



ギー倹約を意味することがある。
【０００８】
もう１つの基準は、担体材料をできるだけ廉価に製造することができることにある。この
場合、工業においてはリング及び球が普及しており、この場合リングの際に存在する僅か
な圧力損失に基づきリング状担体がますます使用される。
【０００９】
過去には、リング形を変更することにより、最適な圧力損失（即ちできるだけ低い圧力損
失）を示しかつその際できるだけ多くの活性物質を担持し、しかし別の性能データ、例え
ば選択性、安定性、生産性等を劣化しない担体材料を見出す実験が多数行われた。
【００１０】
ＤＥ－Ａ３４４５２８９（ＵＳ－Ａ４ ,６５６ ,１５７）には、例えば、“普通のリング”
とは、その端面が丸み付けられていることにより区別されるリング担体が記載されている
。このリング担体は、反応管の一層均一な充填、ひいては均等な反応進行を可能するとい
う。圧力発生に関しては、何ら記載されていない。
【００１１】
充実の幾何学的形からなり、その際この外側表面に少なくとも１つの中空室が配置されて
いる、無水マレイン酸を製造するためのフルコンタクト触媒（ Vollkontakt-Katalysator
）が記載されている。この場合、実施例には専ら、中空室が外側表面に配置されておりか
つ端面には配置されていない形が記載されている。この形の目的は、フルコンタクト触媒
のできるだけ大きな表面積を得ることである。この場合、示された形は技術的に大きな消
費及び高いコストをもって実現されるに過ぎない。
【００１２】
ＥＰ－Ａ２２０９３３から、接触法で使用するための“四葉タイプ”の形を有するフルコ
ンタクト触媒が公知である。この場合、この形は触媒材料の押出により達成される。その
特殊な形により、該触媒は破壊強度及び圧力発生に関して良好な物理的特性を有する。
【００１３】
ＧＢ－Ａ２１９３９０７には、円筒形の触媒が記載されており、該触媒の外套は長手方向
にリブを備え、該リブは、個々の触媒体が噛み合うことができないように寸法が決定され
かつ配置されている。
【００１４】
ＵＳ－Ａ４ ,３２８ ,１３０には、同様に、円筒体の長手方向に複数の通路及びリブが貫通
した触媒形が記載されており、この場合には噛み合いを回避するために、切欠はリブより
も幅が狭い。
【００１５】
ＥＰ－Ａ００４０７９（ＵＳ－Ａ４ ,３７０ ,４９２及びＵＳ－Ａ４ ,３７０ ,２６１）から
、星形横断面を有するストランド切片又はリブが設けられたストランドである触媒形が公
知である。
【００１６】
ＵＳ－Ａ３ ,９６６ ,６４４には、互いに平行に接合された円筒体の形の押出されたストラ
ンド成形品からなる触媒形を記載されている。
【００１７】
従来の技術に記載された、低下せしめられた圧力発生を有する触媒担体のための形は、全
て極めて複雑な形を有する。この場合、製造は大抵高いコストと結び付き、ひいては工業
的規模では不経済である。
【００１８】
就中押出成形により得られる前記の複雑な形の多くは、その表面の理由から触媒活性物質
での被覆のためには不適当であり、かつひいてはフルコンタクトとしてのみ使用すること
ができるに過ぎない。
【００１９】
【発明が解決しようとする課題】
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従って、本発明の課題は、一面では反応器内で従来のリング又は球よりも少ない圧力発生
を示し、しかし他面ではできるだけ簡単であるが、しかし高幾何学的（ hochgeometrisch
）、ひいては被覆可能な表面を有する触媒担体を提供することであった。さらに、これら
の担体成形体は、簡単かつ廉価に製造可能であるべきでありかつ該担体成形体を問題なく
既存の酸化装置及び方法で使用することができるために、幾何学的形状が工業的に使用さ
れる担体から著しくはずれているべきでない。さらに、開発すべき担体触媒は従来の技術
から公知のものと同様に良好な安定性を有し、公知の充填機械で反応管に充填されかつ活
性物質で被覆する際に均一な層厚さを可能にすべきである。
【００２０】
【課題を解決するための手段】
前記課題は、本発明により、リングの形の不活性担体成形体上の活性物質からなる担体触
媒により解決され、該担体触媒は、リングがリングの上方及び／又は下方平坦面に単数又
は複数のノッチを有することを特徴とする。
【００２１】
本発明による触媒の平坦面上のノッチの数は、相応する反応の要求及びリング担体の寸法
により決まる。この場合、リングの少なくとも１つの平坦面は、少なくとも１つのノッチ
を備えている。リングの両者の平坦面のそれぞれが単数又は複数のノッチを備えている担
体成形体が有利である。それぞれの平坦面に２～８個のノッチ、特に２～４個のノッチを
有する触媒が有利である。
【００２２】
使用されるリングの大きさは、まず第一に反応器の要求、即ち大きさにより決まる。その
際、担体直径は、反応管の内径の１／２～１／１０、有利には１／３～１／５であるべき
である。材料としては、例えばステアタイト、デュラナイト、炭化ケイ素、陶器、磁器、
二酸化ケイ素、ケイ酸塩、酸化アルミニウム、アルミン酸塩又はこれらの物質の混合物が
適当である。これらは密に焼結されていてもよく、或いはまた多孔質構造を有していても
よい。高さ４～１０ｍｍ、外径６～１０ｍｍ及び壁厚さ１～２ｍｍを有するステアタイト
（密に焼結されたケイ酸マグネシウム）を使用するのが有利である。
【００２３】
それぞれの面上の本発明によるノッチは、規則的に又は不規則的に分配されて存在するこ
とができる。この場合、リングの平坦面上のノッチの配置は、常に“互い違いに”存在す
るように選択するのが有利である。従って、例えば各々の平坦面にそれぞれ２つのノッチ
を有する本発明による触媒においては、向かい合った面にノッチが９０゜ずらして配置さ
れている。ノッチの形は、半円、矩形、台形状又はＶ字形状であってよい。
【００２４】
この場合、ノッチを形成する場合には、個々のノッチがリング厚さより幾分か小さいか又
は明らかに大きい場合が有利である。このようにして、殊に被覆工程を困難にする噛み合
いを回避することができる。この場合、ノッチの深さ及び幅は担体の機械的安定性により
決まる。ノッチの寸法は、少なくとも、ノッチが活性物質で被覆する際に閉塞されないよ
うな大きさであるべきである。最大のノッチ深さ及びまたその幅は、使用段階（反応器充
填）におけるような別の製造工程で触媒の分解を生じるべきでないことにより制限される
。
【００２５】
上方及び下方のノッチが設けられている場合、リング成形体の高さの１／３～１／２の深
さを有するノッチが有利である。触媒の片面のみに本発明によるノッチが設けられている
場合には、ノッチの深さはリング成形体の半分の深さより大きくてもよい。最終的には、
最大ノッチ深さは担体の後に残る安定性に依存する。
【００２６】
リングの上方及び下方端面にそれぞれ２つのノッチを設けることにより、圧力損失を約３
０％減少させ、それにより被覆可能な表面の問題になるほどの損失は生じない。
【００２７】
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驚異的にも、ブタン、ブテン及びそれらの混合物の酢酸への気相酸化の実施例で、本発明
による触媒が反応器内での減少された圧力発生の他に付加的に４％の出発物質の反応の際
の明らかな選択性向上を有することを立証することができた。さらにまた、主反応帯域内
でのホットポット（ Hot-Spots）の形成が、ｏ－キシレンのＰＳＡへの酸化の例が示すよ
うに明白に軽減されることを観察することができた。
【００２８】
【実施例】
以下の実施例により、本発明を詳細に説明する。
【００２９】

：（形状例）
図１ａ～ｆは、ノッチの種々異なる数及び配置を有する本発明による触媒の若干の形状例
を示す。この場合、触媒成形体は、それぞれ側面図（１）、平面図（２）及び斜視図（３
）で示されている。
【００３０】
ａ）上面及び下面にそれぞれ２つのノッチ、互いに９０゜ずらされており、ノッチ深さ：
リング高さの１／３、ノッチ幅：リング厚さよりも小さい。
【００３１】
ｂ）上面及び下面にそれぞれ２つのノッチ、互いに９０゜ずらされており、ノッチ深さ：
リング高さの１／２、ノッチ幅：リング厚さよりも小さい。
【００３２】
ｃ）上面及び下面にそれぞれ 4つのノッチ、互いに４５゜ずらされており、ノッチ深さ：
リング高さの１／３、ノッチ幅：リング厚さよりも小さい。
【００３３】
ｄ）上面及び下面にそれぞれ２つのノッチ、互いに９０゜ずらされており、ノッチ深さ：
リング高さの１／３、ノッチ幅：リング厚さよりも大きい。
【００３４】
ｅ）一方の面に２つのノッチ、ノッチ深さ：リング高さの１／３、ノッチ幅：リング厚さ
よりも小さい。
【００３５】
ｆ）上面及び下面にそれぞれ１つのノッチ、互いに１８０゜ずらされており、ノッチ深：
さリング高さの１／３、ノッチ幅：リング厚さよりも小さい。
【００３６】
図２ａ～ｃは、ノッチの種々異なる幾何学的形状を有する本発明による触媒の若干の形状
例を示す。この場合、触媒成形体は、それぞれ側面図（１）、平面図（２）及び斜視図（
３）で示されている。
【００３７】
ａ）Ｕ字形ノッチ
ｂ）Ｖ字形ノッチ
ｃ）台形状ノッチ。
【００３８】

：（圧力損失測定）
管長３４８ｃｍ、内径２５ｍｍ、圧力調節器（０～７．５バール）、ロータメータ（０～
５Ｎｍ３ ／ｈ）、進入圧室及びせき止め圧マノメータを有する測定装置に、触媒リングを
充填した。充填高さはリングＡ，Ｂ，Ｃ及びＤに関しては２８０ｃｍ並びにリングＥ及び
Ｆに関しては７２ｃｍであった。
【００３９】
せき止め圧測定のために、回路網圧搾空気（６バール）を圧力調節器で２．５バールに低
下させた。ロータメータで、１．５バールの進入圧を有する必要な空気量（３及び４Ｎｍ
３ ／ｈ）を調節した。次いで、該圧力をせき止め圧マノメータで読み取ることができた。
測定は室温で行った。
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実施例１

実施例２



【００４０】
この場合、測定を被覆した触媒リング（Ｃ，Ｄ）及び被覆しない触媒リング（Ａ，Ｂ）で
実施した。被覆リングは、Ｖ２ Ｏ５ ／ＴｉＯ２ からなる触媒物質それぞれ８質量％で被覆
した。それぞれ上面に２つのノッチ及び下面に２つのノッチを有するノッチを設けたリン
グ（Ａ，Ｃ）を使用した。この場合、ノッチは互いに９０゜ずらされていた。該リングは
７×７×４ｍｍ（外径×高さ×内径）の寸法を有し、ノッチ幅は１．４ｍｍ及びノッチ深
さは２ｍｍであった。比較のために、ノッチを備えていない、７×７×４ｍｍの寸法を有
するリングを測定した。
【００４１】
付加的に、７×４×４ｍｍの寸法を有する小さいリング（Ｅ）を測定した。これらのリン
グは、両面に２つの矩形のノッチを備えていた。この場合、ノッチは互いに９０゜ずらさ
れておりかつそれぞれ深さ２ｍｍ及び幅１．４ｍｍを有していた。これに対する比較とし
て、同じ寸法を有するが、但しノッチを有しないリング（Ｆ）を測定した。これらの測定
から得られた結果は、第１表及び第２表に示されている。
【００４２】
【表１】
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【００４３】
【表２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００４４】
実験結果の表にした評価により、本発明による触媒が従来のノッチが設けられていない触
媒に比して低い圧力損失を惹起することは明白である。この場合、７×７×４ｍｍの大き
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さを有する本発明による触媒は、約２０％低い圧力損失を示し、７×４×４ｍｍを有する
より小さいリングの場合にはこの効果はその上３４％まで増大する。
【００４５】

：（無水フタル酸を合成するための本発明による触媒の製造）
触媒を製造するために、Ｖ２ Ｏ５ １１．３ｇ、ＴｉＯ２ （ＢＥＴ８ｍ２ ／ｇ）７０．８ｇ
、ＴｉＯ２ （ＢＥＴ２００ｍ２ ／ｇ）１７．７ｇ及びセシウム（ＣｓＣＯ３ として）０．
２ｇを脱イオン水４００ｍｌ中に懸濁させかつ均質な分散を達成するために１８時間攪拌
した。この懸濁液に、ビニルアセテート及びビニルラウレートのコポリマーからなる有機
バインダー１．５ｇを５０質量％の水性分散液の形で加えた。引き続き、得られた懸濁液
をそれぞれ上面に２つのノッチ及び下面に２つのノッチを有するステアタイトリング１２
０３ｇに噴霧しかつ乾燥した。この場合、ノッチは９０゜互いにずらされていた。該リン
グは７×７×４ｍｍの寸法を有し、ノッチ幅は１．４ｍｍでありかつノッチ深さは２ｍｍ
であった。
【００４６】

：（ノッチが設けられていないリング上の例３からの触媒）
大きさ７×７×４ｍｍのノッチが設けられていないステアタイトに塗布した点を別にして
、実施例３に類似して触媒を製造した。
【００４７】

：（酢酸を合成するための本発明による触媒の製造）
触媒の製造を、ＤＥ－Ａ１９６４９４２６に類似して行った。活性物質は、実験式Ｔｉａ

Ｖｂ Ｍｏｃ Ｓｂｄ O（ａ：９１；ｂ：７；ｃ：１；ｄ：３；ｅ：２０７）及び担体の質量
に対して１４．４質量％プラス１．６質量％の割合のチタン、バナジウム、モリブデン及
びアンチモンの酸化物からなる。これらの活性物質をそれぞれ上面に２つのノッチ及び下
面に２つのノッチを有するステアタイトリングに塗布しかつ乾燥した。この場合、ノッチ
は９０゜互いにずらされていた。該リングは７×７×４ｍｍの寸法を有し、ノッチ幅は１
．４ｍｍでありかつノッチ深さは２ｍｍであった。
【００４８】

：（ノッチが設けられていないリング上の例４からの触媒）
７×７×４ｍｍ（外径×内径×高さ）の寸法を有するノッチが設けられていないステアタ
イトに塗布した点を別にして、実施例４に類似して触媒を製造した。
【００４９】

：（ｏ－キシレン酸化の例での実施例３及び比較例１からの触媒の試験）
該試験は、長さ３３０ｃｍ及び管内径２５ｍｍを有する管形反応器内で実施した。該管を
循環塩浴（硝酸カルシウム及び亜硝酸ナトリウムからなる共融溶融物）で温度調節した。
反応器に実施例３からの本発明による触媒並びに比較例１からの触媒を充填した。触媒充
填高さは、両者の実験において２８０ｃｍであった。塩浴温度は３６５℃であった。充填
後に、この反応器に空気／ｏ－キシレン混合物４Ｎｍ３ を貫流させた。この際、ｏ－キシ
レン濃度は６０ｇ／空気Ｎｍ３ でありかつ空気／ｏ－キシレン混合物を反応器に流入する
前に１８０℃に予熱した。反応器に心合わせして、管内の温度推移の測定が可能である熱
電対を設置した。
【００５０】
反応器を出る反応ガスを、ＰＳＡのような反応生成物を分離するために、昇華器（ Desubl
imator）を貫流させた。
【００５１】
実験結果は、以下の第３表に示されている。
【００５２】
【表３】
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【００５３】
第３表に記載の結果から、本発明による、ノッチを設けた触媒が明らかい低い圧力損失を
示すことが明白である。生成物収率は、本発明による触媒においては同様に良好である。
反応管内の最高温度（ホットスポット）の比較により、本発明による触媒が意想外にも付
加的に低いホットスポット有することが認識される。
【００５４】

：（ブタン／ブテン混合物を酸化して酢酸にする例での実施例４及び比較例２か
らの触媒の試験）
実施例４からの本発明による触媒を、反応管内径２５ｍｍを有する循環ガス内に充填高さ
６０００ｍｍで充填しかつＤＥ－Ａ１９９１０８６６に基づきブテン／ブタン混合物の酸
化の例で試験した。反応ガスとしては、酸素３２０ｇ／ｈ、１－ブテン１３０ｇ／ｈ及び
ｎ－ブタン５６ｇ／ｈを供給した。循環ガス流量は、反応器が安定状態で循環ガス流量１
２７８０ｇ／ｈを達成するように調節した。反応器を圧力１１×１０５ Ｐａ及び冷媒温度
１８７℃で運転した。
【００５５】
反応ガスからの酸分離は、構造化した充填物、内径４３ｍｍ及び充填高さ３２４０ｍｍを
有する吸収器内で吸収器の頂部温度１３０℃で水１０００ｇ／ｈで吸収させることにより
実施した。この条件下で、ブテン反応率９９．８％及びブタン反応率８３．１％が達成さ
れた。
【００５６】
全Ｃ４ 反応率に関する酢酸選択性は７３モル％であり、全Ｃ４ 反応率に関する蟻酸選択性
は９モル％であった。粗酸濃度は２４質量％であった。
【００５７】
別の実験で、上記仕様に類似して比較例２からの比較触媒を用いて実験を行った（酸素３
３３ｇ／ｈ、１－ブテン１３０ｇ／ｈ及びｎ－ブタン６０ｇ／ｈ）。。循環ガス流量は、
反応器が安定状態で循環ガス流量１２５２０ｇ／ｈを達成するように調節した。反応器を
圧力１１×１０５ Ｐａ及び冷媒温度１９１℃で運転した。
【００５８】
反応ガスからの酸分離は、構造化した充填物、内径４３ｍｍ及び充填高さ３２４０ｍｍを
有する吸収器内で吸収器の頂部温度１３０℃で水１０００ｇ／ｈ（頂部からの放出）で吸
収させることにより実施した。この条件下で、ブテン反応率９９．８％及びブタン反応率
８３．８％が達成された。
【００５９】
全Ｃ４ 反応率に関する酢酸選択性は７０モル％であり、全Ｃ４ 反応率に関する蟻酸選択性
は 8モル％であった。粗酸濃度は２３質量％であった。
【００６０】
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この結果は、本発明による、ノッチが設けられた触媒は、意想外にも殆ど同じ実験条件で
３モル％高い酢酸選択性並びに１％高い蟻酸選択性を生じたことを示す。このことから、
この反応の４％高い全酸選択性を生じる。同時に、触媒充填の圧力損失は比較触媒よりも
約２０％低かった。この事実に基づき、このような反応において法外なエネルギー倹約が
生じる。
【図面の簡単な説明】
【図１】図１ａ～ｆは、ノッチの種々異なる数及び配置を有する本発明による触媒の若干
の形状例を示す図であり、かつ（１）は触媒成形体の側面図、（２）は平面図及び（３）
は斜視図である。
【図２】図２ａ～ｃは、ノッチの種々異なる幾何学的形状を有する本発明による触媒の若
干の形状例を示す図であり、（１）は触媒成形体の側面図、（２）は平面図及び（３）は
斜視図である。

10

【 図 １ 】 【 図 ２ 】

(10) JP 3757111 B2 2006.3.22



フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                                        
                        Ｃ０７ＢＣ０７ＢＣ０７ＢＣ０７ＢＣ０７ＢＣ０７ＢＣ０７ＢＣ０７Ｂ  61/00     (2006.01)  61/00     (2006.01)  61/00     (2006.01)  61/00     (2006.01)  61/00     (2006.01)  61/00     (2006.01)  61/00     (2006.01)  61/00     (2006.01)           Ｃ０７Ｂ  61/00    ３００　          　　　　　
                        Ｃ０７ＣＣ０７ＣＣ０７ＣＣ０７ＣＣ０７ＣＣ０７ＣＣ０７ＣＣ０７Ｃ  51/21     (2006.01)  51/21     (2006.01)  51/21     (2006.01)  51/21     (2006.01)  51/21     (2006.01)  51/21     (2006.01)  51/21     (2006.01)  51/21     (2006.01)           Ｃ０７Ｃ  51/21    　　　　          　　　　　
                        Ｃ０７ＣＣ０７ＣＣ０７ＣＣ０７ＣＣ０７ＣＣ０７ＣＣ０７ＣＣ０７Ｃ  51/265    (2006.01)  51/265    (2006.01)  51/265    (2006.01)  51/265    (2006.01)  51/265    (2006.01)  51/265    (2006.01)  51/265    (2006.01)  51/265    (2006.01)           Ｃ０７Ｃ  51/265   　　　　          　　　　　
                        Ｃ０７ＣＣ０７ＣＣ０７ＣＣ０７ＣＣ０７ＣＣ０７ＣＣ０７ＣＣ０７Ｃ  53/08     (2006.01)  53/08     (2006.01)  53/08     (2006.01)  53/08     (2006.01)  53/08     (2006.01)  53/08     (2006.01)  53/08     (2006.01)  53/08     (2006.01)           Ｃ０７Ｃ  53/08    　　　　          　　　　　
                        Ｃ０７ＣＣ０７ＣＣ０７ＣＣ０７ＣＣ０７ＣＣ０７ＣＣ０７ＣＣ０７Ｃ  63/26     (2006.01)  63/26     (2006.01)  63/26     (2006.01)  63/26     (2006.01)  63/26     (2006.01)  63/26     (2006.01)  63/26     (2006.01)  63/26     (2006.01)           Ｃ０７Ｃ  63/26    　　　Ｄ          　　　　　

(74)代理人  100061815
            弁理士　矢野　敏雄
(74)代理人  100094798
            弁理士　山崎　利臣
(74)代理人  100099483
            弁理士　久野　琢也
(74)代理人  100114890
            弁理士　アインゼル・フェリックス＝ラインハルト
(74)代理人  230100044
            弁護士　ラインハルト・アインゼル
(72)発明者  ハンス－ユルゲン　エーベルレ
            ドイツ連邦共和国　ミュンヘン　アルフレート－クービン－ヴェーク　４４
(72)発明者  ディルク　グローケ
            ドイツ連邦共和国　タウフキルヒェン　ヴァライトナーヴェーク　１
(72)発明者  クリストフ　リューディンガー
            ドイツ連邦共和国　シュタルンベルク　モースビッヒルシュトラーセ　２６
(72)発明者  ウルリヒ　ヴェッカー
            ドイツ連邦共和国　オイラスブルク　ハウプトシュトラーセ　１３　アー

    審査官  繁田　えい子

(56)参考文献  英国特許第０１３７３３５１（ＧＢ，Ｂ）
              米国特許第０２４０８１６４（ＵＳ，Ａ）
              英国特許第０２１９７５９７（ＧＢ，Ｂ）
              西独国特許出願公開第１９７２１３６８（ＤＥ，Ａ）
              米国特許第０４６４５７５４（ＵＳ，Ａ）
              実開昭５２－１０８２５２（ＪＰ，Ｕ）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              B01J 21/00-38/74
              C07B 41/08、61/00
              C07C 51/21、51/265、53/08、63/26
              WPI(DIALOG)
              EUROPAT(QUESTEL)

(11) JP 3757111 B2 2006.3.22


	bibliographic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

